
東京湾再生推進会議 東京湾再生官民連携フォーラム
○都市再生プロジェクト第三次決定（平成13年12月）に基づき、東京湾の水質改
善に向けて平成14年2月に関係省庁及び地方自治体により設置され、平成15
年3月に「東京湾再生のための行動計画」（平成15年度～平成24年度）を策定し、
総合的な取組を推進。

○平成25年5月に「東京湾再生のための行動計画（第二期）」（平成25年度～平成
34年度）を策定。民間も含めた多様な関係者の参画による東京湾再生の活動
の輪を拡げるため「東京湾再生官民連携フォーラム」の構築を明記。

〇令和5年3月に「東京湾再生のため行動計画（第三期）」を策定。

（メンバー）
○関係省庁
内閣府地方創生推進事務局、国土交通省（大臣官房、水管理・国土保全局、海
事局、港湾局）、海上保安庁、農林水産省農村振興局、林野庁森林整備部、水
産庁（増殖推進部、漁港漁場整備部）、環境省（環境再生・資源循環局、水・大
気環境局、自然環境局）
○地方自治体
埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、横浜市、川崎市、千葉市、さいたま市、
横須賀市

○東京湾再生に向け、多様な主体の参画による議論の活発化・多様化を図
るため、平成25年11月に「東京湾再生官民連携フォーラム」が設立。

○フォーラムでは以下の活動を行う。

・東京湾再生に係る課題や科学的知見、再生のための取組、ノウハウ等
を共有し、改善方策を検討。
・東京湾の魅力を発掘・創出・発信する取組に参画・協働。
・多様な主体の交流の場を提供し、ネットワークを構築。
・ 東京湾再生に向けて検討又は実施すべき事項等を東京湾再生推進会
議へ提案。

推進会議へ
政策提案取組体制

取組体制

連携

東京湾再生推進会議及び東京湾再生官民連携フォーラム（第三期）

（メンバー）
○学識者、企業、NPO団体、行政関係者など

○議長 佐々木 淳 東京大学大学院 教授
○登録会員数 個人会員341名、団体会員142団体（令和6年11月時点）

モニタリング分科会
主査：環境省水・大気環境局

海洋環境課
海域環境管理室長

・海域環境のモニタリング
及び分析

陸域対策分科会
主査：国土交通省大臣官房
参事官（上下水道技術）

・下水道の整備・機能改善
等による流域の汚濁負荷

削減対策等

海域対策分科会
主査：国土交通省港湾局

海洋・環境課長

・干潟・浅場等の保全・再生
等の東京湾の海域浄化対

策

東京湾再生推進会議

連絡会議（事務局：各分科会持ち回り）

企画運営委員会

東京湾再生官民連携フォーラム 総会

東京湾再生のための行動計画の指標PT

江戸前ブランド育成PT

東京湾環境モニタリングの推進PT

東京湾の窓PT

生き物生息場つくりPT

多摩川河口干潟ワイズユースPT

広報コミュニケーションチーム

東京湾再生・感謝祭デザインチーム
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